
 

○伊東市廃屋解体・撤去補助金交付要綱  

平成２３年５月２３日 

伊東市告示第８６号 

改正 平成２４年３月伊東市告示第５１号 

平成２８年１月伊東市告示第４号 

令和元年１２月伊東市告示第１０７号 

令和４年４月伊東市告示第９９号 

令和６年４月伊東市告示第１２５号 

（趣旨） 

第１条 市長は、本市の個性的で魅力あふれる良好な景観を守り、育て、創るため、周辺

の景観を著しく阻害している廃屋及び防火・防犯上不適切な状態にある廃屋を解体・撤

去する事業(以下「補助事業」という。)に要する経費に対し、予算の範囲内で廃屋解体・

撤去補助金(以下「補助金」という。)を交付するものとし、その交付に関しては、伊東

市補助金等交付規則(昭和３９年伊東市規則第１１号。以下「規則」という。)に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「廃屋」とは、直近１年以内の期間において居住又は倉庫等と

して利用されていない１０平方メートル以上の床面積を有する建築物のうち、次のいず

れにも該当するものをいう。 

⑴ 損傷、腐食その他の劣化により、当該建築物をその本来の用途に供することができ

ない状態と認められるもの 

⑵ 景観を阻害しており、防火・防犯上不適切なもの 

⑶ 直近５年以内の期間において売買等所有権移転が行われていないもの 

⑷ 所有権以外の権利設定がされていないもの 

⑸ この要綱に基づく補助金と重複して他の制度に基づく補助金、助成金等の交付を受

けていないもの 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、補助事業を行う者で次の各号のいずれにも該当するもの

とする。ただし、市長が特別な事情があると認める者については、この限りでない。 

⑴ 市内に所在する廃屋の所有者（個人の所有に限る。） 



 

⑵ 本市に納入すべき税を滞納していない者 

⑶ 廃屋の解体・撤去後において、当該地の良好な景観の形成に十分に配慮することが

認められる者 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助事業に係る経費の２分の１以内とし、廃屋 1 棟につき３０万

円を限度とする。この場合において、千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

た額とする。 

２ 次に掲げる費用は、前項の補助事業に係る経費から除くものとする。 

⑴ 廃屋に附属する地下埋設物等外からは見えない部分の除却に要する費用 

⑵ 庭木、残存家具の除却等廃屋自体の解体とは直接関係ないものに要する費用 

⑶ 公共事業による移転その他公的補償の対象となっているものの除却に要する費用 

３ 補助金の交付は、前条に規定する補助金交付対象者 1 人につき１回限りとし、１申請

につき１棟とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、解体着手日の３０日前までに伊東市廃屋解

体・撤去補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しな

ければならない。 

⑴ 補助事業（変更）計画書（第２号様式） 

⑵ 補助事業（変更）収支予算書（第３号様式） 

⑶ 共有者若しくは相続人が複数いる場合又は代理人が申請する場合にあっては、委任

状（第４号様式） 

⑷ 登記事項証明書等廃屋の所有者を確認することのできる書類 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 当該建築物に所有権以外の権利設定がされていないこと。 

（審査） 

第６条 市長は、前条の規定による申請の適否を審査するため、審査会を設置する。 

２ 審査会は、危機対策課、建築住宅課及び都市計画課の職員で構成する。 

３ 審査会は、前条の規定による申請があったときは、廃屋及びその所有者の認定に関す

る事項その他申請内容について審査し、当該申請に係る補助金の交付が適当であるか否

かを市長に報告する。 



 

４ 審査会は、前項の規定により廃屋の認定について審査する場合で必要と認められると

きは、現地調査等を行わなければならない。 

５ 審査会は、審査を行う上で必要があると認めるときは、関係団体から意見を聴くこと

ができる。 

６ 市長は、第 3 項の規定による報告に基づき補助金の交付決定又は不交付決定をするも

のとする。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条第６項の規定により補助金の交付決定をしたときは、当該交付決定

額を補助金等の交付額決定通知書（第５号様式）により、不交付決定をしたときは、書

面により速やかに、当該申請者に通知しなければならない。 

２ 市長は、補助金の交付決定について、その目的を達成するため必要があるときは条件

を付すことができる 

３ 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の収支に関す

る帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、補助金の交付を受けた年度の末日から起算

して５年間保管しなければならない。 

４ 第１項の規定による決定通知を受けた補助事業者は、解体作業開始前に請書（第６号

様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付の変更申請） 

第８条 補助事業者は、当該交付決定に係る補助事業の内容を変更するとき、又は中止し、

若しくは廃止しようとするときは、次に掲げる書類を市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

⑴ 補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（第７号様式） 

⑵ 補助事業（変更）計画書（第２号様式） 

⑶ 補助事業（変更）収支予算書（第３号様式） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる軽微な変更にあっては、書類の提出及び市長の

承認を要しない。 

⑴ 申請者の住所、氏名（婚姻による改姓等に限る。）の変更 

⑵ 施工業者の変更 

⑶ 完了予定日（当該年度内の完了に限る。）の変更 

⑷ その他解体撤去に直接影響のない行為（補助対象行為以外の変更等） 



 

（完了報告書の提出） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業完了後３０日以内又は補助

金の交付決定があった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、補助事業等完了

報告書（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

⑴ 補助事業完了収支決算書（第９号様式） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定により完了報告書の提出を受けたときは、その内容を審査

し、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、補助金等の確定通知書（第１０号様式）により、補助事業者

に通知しなければならない。 

（補助金の支払） 

第１１条 補助金の支払は、前条の規定により補助金の額が確定した後に、これを行うも

のとする。 

２ 規則第１４条第２項の規定は、この補助金の支払に適用しない。 

（報告等の方法） 

第１２条 補助事業者は、この補助金に関する報告を市長にする場合は、書面により行わ

なければならない。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、既に交付した補

助金の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ この要綱に違反したとき。 

⑵ 虚偽の申請等不正な手段で補助金の交付を受けたことが判明したとき。 

⑶ 解体時に法令の違反等を行ったことが判明したとき。 

（委任）  

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則  

この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２３日伊東市告示第５１号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 



 

附 則（平成２８年１月４日伊東市告示第４号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年１２月２３日伊東市告示第１０７号） 

この示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年４月６日伊東市告示第９９号） 

この告示は、公示の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則（令和６年４月２６日伊東市告示第１２５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 



 

 


